
令和3年度財務4表（概要） 財務諸表から見える半田市の財政状況

国の統一的な基準による地方公会計に基づき、令和3年度における半田市の連結会計（※）の4つの財務諸表を作成しました。
これらの4つの財務諸表により、半田市が所有する資産や負債などの実態把握ができます。

◆貸借対照表 　（単位:億円）

　公共資産  固定負債
事業用資産 地方債
インフラ資産 退職手当引当金
その他 その他

　投資等  流動負債
投資及び出資金 1年以内償還地方債
基金 未払金
その他 その他

　流動資産
現金預金
その他

◆純資産変動計算書　（単位:億円） ◆行政コスト計算書 　（単位:億円）
期首純資産残高  経常費用
 純行政コスト   人にかかるコスト
 財源調達 職員給与費

税収等
国県等補助金 その他

  物にかかるコスト
期末純資産残高 物件費

維持補修費
◆資金収支計算書 　（単位:億円） 減価償却費 ※連結会計…一般会計はじめ計18会計（団体）
期首資金残高 その他 ●一般会計
 経常的収支   移転支出的なコスト ●特別会計
 公共資産整備収支 社会保障給付 　乙川中部土地区画整理事業特別会計
 投資・財務的収支 補助金等 　ＪＲ半田駅前土地区画整理事業特別会計
当年度資金増減額 その他 　駐車場事業特別会計
期末資金残高   その他のコスト 　モーターボート競走事業特別会計
 期末歳計外現金残高 公債費の支払利息 　国民健康保険事業特別会計
期末現金預金残高 その他 　介護保険事業特別会計

 経常収益 　後期高齢者医療事業特別会計
使用料及び手数料 ●企業会計

◎各表の見方は、「財務4表の見方」を参照ください。 その他 　半田市立半田病院事業会計
純経常行政コスト 　水道事業会計
 臨時損失 0 　下水道事業会計
 臨時利益 ●一部組合等
純行政コスト 　知多中部広域事務組合（一般会計・消防指令センター特別会計）

　半田常滑看護専門学校管理組合特別会計
☆半田市民一人当たりの資産額及び負債額の推移 　知多南部広域環境組合

　中部知多衛生組合
　愛知県後期高齢者医療広域連合（一般会計・特別会計）
　半田市土地開発公社

※各年度１月１日時点の人口（外国人含）で算出 　知多南部卸売市場株式会社
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Ｑ．「貸借対照表」から見える半田市の財政状況は?

Ａ．「貸借対照表」は、市が保有している「資産」と地方債などの「負債」、資産と負債の差額の「純資産」を

表しており、純資産は現世代までの負担により形成された資産です。

「貸借対照表」の指標の中で、純資産比率は半田市において行われた資産形成がどのくらい現役世代

で行われたものかを示す指標です。令和3年度は純資産比率は、71.7％であり、同規模の都市が70

％前後であるため、比較的良好な状況であります。

Ｑ．半田市の資産は増えているの?減っているの?

Ａ．資産の増減については、「純資産変動計算書」から確認できます。

「純資産変動計算書」の期首純資産残高（令和2年度）が1,801億円に対して、期末純資産残高

（令和3年度）は1,870億円と69億円増加しております。増加要因は、1年間にかかった人件費や

社会福祉関係費用などの純行政コストが680億円に対して、税収や国や県からの補助金などの収入が

750億円であることから資産は増加しています。なお、「純資産変動計算書」の期末純資産残高1,870

億円は、「貸借対照表」の純資産合計と一致します。

Ｑ．1年間にかかった費用はいくら?

Ａ．1年間にかかった費用は、「行政コスト計算書」から確認できます。

人件費など人にかかるコストが141億円、建物の維持修繕や建物の価値の「目減り分」の減価償却費

など、物にかかるコストが231億円、福祉に関するサービスなど移転支出的なコストが481億円、地方債

の支払利息などその他のコスト19億円、計872億円が1年間にかかった費用（経常費用）です。

1年間にかかった費用872億円から使用料などの収益192億円を差し引いた680億円が純行政コス

トであり、「純資産変動計算書」の純行政コストと一致します。


